別紙１

事　業　計　画　書【　協　業　型　】
１．申請者の概要

	（１）企業名称
	

	（２）代表者職・氏名
	

	（３）住　　所
	〒



	（４）設立年月日
	　　　　　年　　月　　日

	（５）資本金
	　　　　　　　　　　円

	（６）従業員数
	　　　　　　　　　　人（うち正社員数　　　　　人）

	（７）主たる業種
	

	（８）連絡先
	担当者所属部署名：

担当者職・氏名　：

電話番号　　　　：

ＦＡＸ番号　　　：

Ｅ－ｍａｉｌ　　：


２．申請事業の概要

	（１）事業名称
	

	（２）事業期間
	令和　年　　月　　日　～　令和　年　　月　　日

	（３）事業内容
	①　背景及び目的・目標

（事業計画の背景にある現場課題と実証等の目的・目標についてわかりやすく記載してください。）

②　実証等の内容

（取組内容をわかりやすく記載してください。）

③　実証等を行うビジネスモデルの優位性

（実証等を行うビジネスモデルを他社と比較した際の優位性についてわかりやすく記載してください。）

④　事業実施体制

　＜担当者及び役割＞

区分

所属・役職・氏名

役割分担

開発代表者

(株)○○

主任研究員　△△　△△

開発担当者

(株)○○

研究員　　　◇◇　◇◇

　※コンソーシアムを構成する場合

　＜コンソーシアムを構成する企業・機関等の概要＞
企業名称

代表者職・氏名

住　　所

企業概要

設立年月日：

資　本　金：（大学・試験研究機関等の場合、本欄は記載不要です。）
従業員数：

主たる事業：

担当者職・氏名

連 絡 先

ＴＥＬ：

ＦＡＸ：

E-mail：

　（コンソーシアムを構成する企業・機関等が複数の場合は、適宜追加してください。）

⑤　成果の製品化・事業化

　◇　主たる製造場所や販路

　◇　製品化・事業化によって見込まれる売上高

１年目（年間）

２年目（年間）

３年目（年間）

売上高

千円

千円

千円

⑥　製品化・事業化に伴う、賃金水準の向上及び女性の活躍推進に向けた取組
　◇　賃金水準の向上及び女性の活躍推進に向けた取組

◇　製品化・事業化によって見込まれる賃金水準

前年（実績）

翌年（見込）

翌々年（見込）

給与総額

千円

千円

千円

従事者数

人

人

人

　　　※所得税法第226条第１項の規定に基づく「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」における区分「eq \o\ac(○,Ａ)俸給、給与、賞与等の総額」の「支払金額」欄の金額、及び「人員」欄の人数を記載する。
⑦　過去３年間において活用した国補助事業又は県補助事業

　◇補助事業の名称及び活用年度

　◇事業の概要




別紙２　収支計画

（１）収入の部
（単位：円）

	区分
	収入予定額
	備　　考

	・自己資金

・補助金

・借入額

・その他（　　　　　）
	
	

	計
	
	


（２）支出の部
（単位：円）

	区分
	総事業費
	補助対象

事業費
	補助金等

申請額
	備　　考

（積算内訳）

	・直接人件費

・謝金

・旅費

・原材料費
・機械器具費

・共同研究費
・外注委託費
・認証取得関連費

・その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


別紙３　事業実施スケジュール

	項　　　目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　必要に応じて、適宜行を追加してください。複数ページに渡っても結構です。
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